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【図３ 容積適正配分型地区計画・借地方式を導入した分離分棟型の施設構成断面模式図】 
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枚方市駅周辺再整備基本計画アドバイザー応募案の基本的な考え方 

本エリアの価値を高めるため、地区計画で用途別に容積を適正に配分します。

住宅用途の売却用地を高容積化し、売却面積を最小限にとどめることで、売却

収入を最大化します。 

また、公共の継続保有地の面積を十分に確保し、商業用途に適正な容積率を

確保し、敷地利用価値を最大化します。 

・容積適正配分による公園周辺の市有地の確保 
・その市有地が生み出す収益による市庁舎の追加投資の削減 
・市有地を低容積かつ広面積の商業エリアとすることで生み出される公園と一体的な緑の大空間 

・ 高層化に馴染む住宅用地は、敷地面積よりも開発可能な容積を必要とします。 

・ 商業施設用地は、高層階より低層階のほうが費用対効果が高く、集客効率も上

がるため、容積より敷地面積確保が重要となります。 

・ それぞれの活用用途に適した容積率を地区計画によってまとめ、資産価値を高

める一体的な再整備のための枠組みを提案します。 

本エリアの中心に公園を移設し、これを取り囲む形で商業施設を配置します。 

商業施設の壁面・屋上を公園と一体的に緑化をすることで、エリアの中心に緑の

空間を創造します。この緑の空間から繋がる各エリアも同じく緑化することで、エ

リア全体が類稀なる緑の大空間を提案します。 

１．公園を中心とした一体的な緑の大空間の整備 

・ 本エリアは、一日乗車客数約 46,000 人の枚方市駅前、公共施設が集積するシ

ビックセンターという立地特性を持っています。公園をエリアの中心に整備するこ

とで、市民に貴重な安らぎの空間を提供するだけではなく、エリアの不動産価値

を高めるアンカーとして大きな恩恵をもたらします。 

・ 公園を中心に施設建築敷地の公開空地を配置し、各街区の施設建築物の壁

面・屋上を公園同様に緑化します。 

・ 公園と周辺の商業施設の間の道路は歩行者専用道路とし、安心安全な一体空

間を整備します。 

・ 緑の大空間が、エリアの不動産価値を高めるアンカーとして確実に機能をし続け

るために、確かな実体と経営力が伴う力強いパークマネジメントを実施します。 
２. 容積適正配分型地区計画 

用途に適した再整備のための枠組み 

・ 本エリアの整序よって確保した大規模開発用地を、住宅街区と商業等街区へと

明快に区分けし、地区計画によって住宅街区の容積率を上げる一方で、商業等

街区の容積率を低く抑えます。 

・ 売却する高容積率の住宅街区は敷地面積を抑え、市の継続保有地として商業

等街区の敷地面積をより多く確保します。 

・ 市は、住宅街区を民間事業者へ売却し売却収入を得て、商業等街区を継続し

て保有し、民間事業者に賃貸することで地代収入を得ることができます。 

容積の適正配分による最適な土地利用 

容積適正配分 （商業施設→住宅） 

高層化に馴染み、敷地面積より開発可能容積を重要視する住宅

と、高層階よりは低層階のほうが高い利用価値を発揮するので、

開発可能容積より、敷地面積を重要視する商業施設との間で、

容積を適正に配分します。 

容積適正配分 （公共施設→住宅） 

公共施設も開発可能容積を使い切れな

いので、住宅ととの間で、容積を適正に配

分して、権利変換により取得できる床面積

を最大化します。 

長期的に、温存した市有地からもたらされる潤沢な地代収入によって新市庁舎の買増し部分の取得に要する費用を捻出 

【図１ 駅直近の緑の大空間整備のイメージ】 

【図２ 賑わいを生み出す円滑な歩行者道線、ペデストリアンデッキの提案】 

【図４ 旧来の容積適正配分型と町並み誘導型を併用した地区計画のイメージ】 

※各街区にはメリハリのある絶対高さと壁面後退を指定し、街並みを整えるために携帯規制を緩和する 
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市をはじめとした、４街区の必要最小限の民間権利者と５街区の公益機関をメン

バーとした A エリアを一体として、個人施行市街地再開発事業を導入し、迅速な

事業推進につなげることを提案します。 

枚方市駅周辺再整備基本計画アドバイザー応募案の基本的な考え方 

公園のパークマネジメントを核として、B エリアを含む周辺市街地にも波及効果をも

たらす、緑の大空間のエリアマネジメントを提案します。 

４．エリアマネジメント（維持管理・整備後の継続した賑わい等）の導入 

５．その他、再整備に向けた提案・検討事項 

A エリア一体の個人施行市街地再開発事業 

３．  

・ 今回選定するアドバイザーのサポートのもと、概ねの合意形成と都市計画に目途

が立った段階で、経験と実績を有する同意施行者を民間事業者から募り、事業

を担わせます。 

・ 市は、事業の監督者、土地建物所有者という立場に徹し、事業の運営そのもの

は民間事業者に任せます。 

同意施行者を民間事業者から公募 

特定建築者制度等を導入することで、民間事業者のノウハウと資金力を活用し、

公民の適正なリスク分担に基づいた迅速な事業を推進します。 

特定建築者制度等の導入による民間活力・資金力を活用 

第一段階で５街区での新市庁舎整備を進め、これが竣工するまで現庁舎を継続

して活用できます。 

段階整備による円滑な市庁舎移転 

都市計画決定を必要としない場合もある個人施行市街地事業ですが、本事業で

は大規模な土地利用転換を図る事業として、都市計画決定を行い、併せて交付

金措置を受けられる事業とします。これにより、建物評価額、解体費等にも補助金

を原資に投入することができます。権利変換によって新市庁舎の相当部分を取得

し、商業施設・駐車場用地にも権利変換し、事業完了後には安定的に地代を受

け取ることが可能となります。 

大規模土地利用転換を実現するための都市計画決定と補助金の導入 

貴市が権利変換により取得する新市庁舎の残余の部分には追加投資が必要とな

りますが、30 年という事業期間を設定した場合、割賦支払いと地代収入を相殺す

ることで、実質的な費用負担を大幅に削減することが可能です。 

再開発事業による権利変換、それに対する追加投資等は別紙補助資料１にてシ

ミュレーションを行いました。 

追加投資の割賦支払いと地代収入の相殺 

本エリアの実現性・効果の早期発現のため、個人施行市街地再開発事業を導

入します。 合わせて、公民の適正なリスク分担に基づいた特定建築者制度等

を導入によることで民間事業者のノウハウと資金力を活用して、迅速な事業の推

進とコスト削減を実現します。 

公園のパークマネジメント中心とした一体的な緑の大空間の 
エリアマネジメント 

立ち上げ、エリアの経営を支える優秀な人材を確保し、商業施設テナントなどか

らの賃貸料収入・共益費の一部を原資とし、エリアマネジメント体制を確立します。 

・ これらにより駅周辺地区全体の不動産価値を高め、維持する強力なエリアマネ

ジメントを実現します。 

 

・ インフラ・公開空地の整備に加え、まちの居住者にダイバーシティをもたらし、まち

のサスティナビリティを支えるための人材確保を、容積・形態規制緩和の条件と

します。 

・ 一時期に大規模な集合住宅を整備する場合、まちのサスティナビリティを担保

するためには、多様な居住者構成が必要です。分譲住宅だけではなく一部を賃

貸住宅とし居住者構成の流動性を確保します。 

・ エリアマネジメントの一翼を担うことを条件として、学生をはじめ子育て世代など多

様な人材が入居可能な賃貸住宅の一部家賃免除を実施し、一定期間の居住

を保障する賃貸住宅を確保します。 

まちの 持続性を支えるための人材を確保する賃貸住宅 

B エリアを含む周辺市街地の個々のプロジェクトの付置義務を吸収するため、先行

する A エリアには、付置義務に対応する台数以上の駐車場を整備し、エリア全体

として合理的な費用負担の仕組みを持った隔地集射場システムを立ち上げます。

これにより非効率な個別駐車場整備が軽減し、後続地区の再整備を促進します。

周辺市街地も含めたエリアの付置義務駐車場を吸収できる 
隔地駐車場システム 

B エリアも A エリアと同様に、容積を適正に配分する分棟・段階方式の整備を行う

ことを提案します。現在平面駐車場として使用されている用地を先行して高容積

の施設建築物を整備し、権利者の営業再建にともなう移転費用等を抑制するとと

もに、後続の低層・軽装備で自由度の高い商業施設整備を実現します。 

B エリアの再整備の促進方策 

A エリアに整備する商業施設の一部を、後続の周辺市街地からのテナントの優先

入居・仮移転に割り当て、B エリアをはじめとした周辺市街地の個々のプロジェクト

を側面から支援します。 

A エリアへのテナントの優先入居・仮移転 

公共施設の一部を利用時間外に市民に開放することで、そこで得られた収入を市

の帰属とします。 

 

公共施設のシェアリング 

市庁舎の追加投資部分を民都機構が保有することで、資金調達コストを軽減する

ことも検討します。 

 

多様な資金調達方法の検討 
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本エリア周辺地区全体の不動産価値を高め維持するために、大阪城公園での

実績に裏付けされた公園パークマネジメントを核とした、確かな実体と経営能力

を備えたエリアマネジメントを組織します。また、まちのサスティナビリティを支える

ための人材確保の仕掛けも合わせて実施します。 

【図６ 事業全体ロードマップ】 

【図５ 事業スキーム図】 

【図７ エリアマネジメントスキーム図】 

・ エリアマネジメントの一翼を担う学生・子育て世代の循環・地域に貢献できるシニ

ア世代など、まち持続性を支えるための様々な入居者の入居促進を目的に、容

積緩和を検討します。 

・ 容積緩和の実施による余剰容積を確保することで、定期借地部に比較的地代

負担力が低い貸住宅等の導入の検討が可能となります。 

容積緩和について 

確かな実体と経営能力を伴う強力なエリアマネジメント 

・ 大阪城公園パークマネジメント事業や、大船渡市エリアマネジメントパートナーな

ど、実績に裏打ちされた確かな実体・経営能力を備えたエリアマネジメント組織を
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